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このころ、HACCP システムが食品衛生管理の革新的な技術として米国 FDA が普及を推進






も HACCP の重要性が認識されることとなった。こうした状況の中 1995 年の食品衛生法によ
る総合衛生管理製造過程認証制度の導入、1998 年 HACCP 支援法の成立などにより、行政に








1.1.2 外食産業に適用される HACCP  
厚生労働省が開催した「食品製造における HACCP による工程管理の普及のための検討会」


















































性を強調している。山本 6）は一般的な衛生管理を確立し、そのうえで HACCP システムの導入
を進めることを指摘している。 
なお、学校給食や大量調理施設については、学校給食衛生管理基準 7)や大量調理施設衛生管



































































 B.C. Hobb ら 19）は、手指に付着している細菌叢を通過菌と常在菌とに分けて解説した上で、
手指は滅菌できないし熱で消毒することもできないので、大量の洗剤と水で洗浄（Washing）
をすべきだと記載している。しかし、詳細な手洗いの手順までには言及していない。さらに、
その操作では、多くの常在菌（S. epidermidis など）が残存することを指摘している。 
  The international Commission on Microbiolofical Specification for Food から出版されて





































































    いるときでも、長時間にわたる場合には、頻繁に手を洗いましょう。 
（２）用便後は、用便直後に手を洗い、作業を始める前にもう一度念入りに手を洗いまし 






























































































































































































レート）を用いた。検査方法は、ペトリフィルムに検体を 1.0ml 入れ、 大腸菌、大腸菌群は




2013年 7月～9月と 2014年 4月～6月に全店舗（349店舗）に対して、営業中に予告なくダ
スター、グローブ、蛇口取っ手の微生物検査を実施した。あわせてバット、包丁、まな板の洗
浄済み保管品についても同様の調査をした。なお、ダスターについては 1店舗 2枚の検査を行









































































表 1 検査項目別一般生菌と大腸菌群の検出数 
陽性 陰性 陽性 陰性 すべて陰性
ダスター* 686 13 651 37 1
グローブ 221 2 303 44 3


















表 2  検査項目別大腸菌陽性店舗数         (n=349) 
検出率 95%信頼限界
(%) （下限値－上限値）
ダスター 48 13.8 10.0-17.4
グローブ 9 2.6 0.9-4.2
蛇口取っ手 6 1.7 0.4-3.1
バット 11 3.2 1.3-5.0
包丁 1 0.3 0.0-0.9








舗で 2 検体採取した。また、まな板については、5 店舗から 2 検体提出されたので、それらを
含めて表示した。 



































ダスター* 13 7 5 13 37 624
グローブ 2 3 2 20 51 145
蛇口取っ手 1 10 5 34 78 214
バット 3 19 15 23 35 258
包丁 14 81 58 90 47 64




ダスターについては 105以上の汚染を示した検体数が 517 検体、74.1％(70.8～77.3)あり、
未検出は 37検体、5.3％（3.6～7.0）、102未満が 51検体、平均 7.3％（5.4～9.2）であった。
一方、まな板については、105以上が 22検体、6.3％(3.8～8.9)、未検出が 245検体、70.2％(65.4





























ダスター* 37 14 21 48 51 517
グローブ 44 23 49 42 15 174
蛇口取っ手 75 60 64 44 14 96
バット 174 40 78 28 12 61
包丁 219 46 70 11 5 26








































＋＋ 8 3 9 295 315
＋－ 0 3 5 22 30
－－ 1 1 0 2 4
計 9 7 14 319 349
一般生菌
＋ ＋ :陽性－陽性 , ＋－: 陽性－陰性 , － －: 陰性－陰性  
 










表 6  まな板の大腸菌群汚染と一般生菌数の関係         (n=353) 
大腸菌群
＜103 103 -104 104 -105 106 ≦ 計
＋ 36 27 0 46 109
－ 224 11 0 9 244
計 260 38 0 55 353
一般生菌
＋: 陽性 , －: 陰性
 
 




体中 48 検体、13.8％（10.2～17.4)であった。一般生菌数 106以上という高い値を示した 317
検体では、45 検体、14.2％（10.4～18.0)が大腸菌陽性であった。一般生菌数 10５以上を示し









表 7  ダスターの大腸菌汚染と一般生菌数の関係        (n=348) 
大腸菌
＜103 103 -104 104 -105 106 ≦ 計
＋＋ 0 0 0 4 4
＋－ 0 0 3 41 44
－－ 9 7 12 272 300
計 9 7 15 317 348
一般生菌





生菌数が低い(104未満)260 検体中 2 検体、0.7％(0.0～1.8)では大腸菌陽性だったが、一般生






表 8  まな板の大腸菌汚染と一般生菌数の関係        (n=353) 
大腸菌
＜103 103 -104 104 -105 106 ≦ 計
＋ 2 0 0 3 5
－ 258 38 0 52 348








































































































表 10  アルコール噴霧前後の大腸菌群汚染状況 
大腸菌群 前 後 前 後 前 後
10





2 1 1 0 0 0















































きゅうり 0 0 3 0 0 4
レモン 3 1 1 1 0 1
アボカド 4 2 1 0 0 0
すだち 1 0 2 0 0 3
なす 0 0 0 1 0 3
りんご 1 1 0 0 0 1
トマト 1 1 0 0 0 1
大葉 0 4 1 0 0 5
サンチェ 0 0 0 0 0 3














表 12  納品される野菜の大腸菌の汚染状況 
陽性 陰性
固形果物・野菜 0 42 0
































 2013年と 2014年の大腸菌検出店舗率を表 13に示す。両者を比較すると、大腸菌検出店舗が






す。2013年では 90.3％の検出率であり、 2014年は 79.9％となっていた。この検出率の変化は
2.2.5 から得られた分割表における検定では、χ２０＝14.175 となり、 統計的には有意な減少
をしているといえる。故に 2時間毎のダスターの廃棄と交換による汚染拡散の防止は重要であ
ると判断できる。 





理器具が入れ物から溢れ、 床に置かれてしまうこともあり、 まだ問題が残っている。 




 上記 3つの改善策のなかで確実に実施ができているのは 2.3.5 a）である。よって、2013年
と 2014年の結果の差には 2時間毎のダスター廃棄が最も寄与していると考えられる。 
 
表 13  大腸菌検出店舗数の推移 
陽性 陰性
2013年（対策前） 71 278 349 20.3 16.1-24.6
2014年（対策後） 30 334 364 8.2 5.4-11.1
大腸菌
計 陽性率  95%信頼限界
 
 
表 14  ダスターにおける大腸菌群陽性検出の推移 
陽性 陰性
2013年（対策前） 316 34 349 90.3 87.4-93.6
2014年（対策後） 291 73 364 79.9 75.8-84.1
大腸菌群



























































































  対象店舗は、チェーン展開している 400数十店舗の中から、店舗の規模･従来からの衛生管
理状態などを考慮して関東･関西･四国地方から 4 店舗を選んだ。選ばれた 4 店舗の 2015 年 7




3.2.2 ATP 法 
拭き取り検査結果の定量化には、ATP 拭き取り検査法（ the ATP Luminescence 






ーPD-30 （Lumitester PD-30）と同社製の専用測定試薬ルシパック Pen（Lusipack Pen）
を用いて、手指の拭き取り検査をおこない、得られた RLU（Relative Light Unit）値により手
指の汚染度を示した。値が大きいほど汚染が進んでいることを示している。ルミテスターの原
理については、Suzukiら 50）と Sakakibaraら 51）が、ルシフェラーゼ反応を用いた ATP 拭き取

























マニュアルの有無による手洗いの結果を表 15に示す。これは中国の工場 A と工場 B の例であ
る。データ数が少ないため統計的な比較はできていない。 
工場 A と工場 B は同一の食材を加工しており、同じ地区に位置し、加工に従事する従業員数
もほとんど一緒である。工場 A は図 2 のような手洗いマニュアルが掲示されている。一方、工
場 B は「手を洗いましょう」という掲示看板はあるが、図 2のような手洗いのマニュアルの掲






































図 3 簡略型手洗い 
 
3.2.6 勤務年数での比較 
パート・アルバイトの勤務年数に対する手指の RLU 値の変化を検討した。 
 
3.2.7 年代別の比較 















3.3.1 RLU による合格判定値の検討 
 キッコーマンバイオケミファ社製のルミテスターPD-30 と同社製の専用測定試薬ルシパック
Pen を用いて、手洗いの効果を判定する時、同社は RLU1,500 以下を合格、1,501 以上を不合
格としている。図 2の方法(従来型)で手洗い前後の RLU 値の分布を、表 16に示す。手洗い前
の値では、5,000-10,000が最も多く、1,500以下は 67人中 5人であり 7.46 ％（95％信頼区間
1.2 ～13.8 ）、その値も閾値 1,500 に近い値である。最も汚い最大値として、50,000 を超え
る値を示す者が 2人いた。 
 ハンドソープによる手洗いを 1回することにより、この分布は大きく値の少ない方にシフト
し、1,500以下の合格者が 66人中 52人で 78.8％( 68.9～88.7)となり、不合格者の最大 RLU
値も 10,000以下となる。さらに、ハンドソープ、茶色ハンドソープ、ハンドソープの 3回手洗





















表 16 RLU の分布 
RLU値 手洗い前 1回目 3回目
500以下 0 11 40
501-1000 0 22 20
1001-1500 5 19 4
1501-2000 2 7 1
2001-5000 17 5 0
5001-10000 27 2 0
10001-20000 10 0 0
20001-30000 3 0 0
30001-40000 1 0 0
40001-50000 0 0 0
50001以上 2 0 0











洗いを 3 回実施した手洗いにおいて RLU 値が 1,500 以下の合格値を示した人数などの結果を
表 16に示す。手洗い前の合格者は 5名で 7.46 ％（1.2～13.8 ）であった（表 17-(1)）。一方、
ハンドソープによる手洗いを 1 回おこなった時の合格者は 52 名で 78.8％(68.9～88.7)であっ
た（表 17-(2)）。よって、手洗いを 1回実施するだけで合格者が有意に高くなることがわかる。 
続いて、手洗いをハンドソープ、茶色ハンドソープ、ハンドソープの順に 3回実施した時の
結果を表 17-(3)に示す。手洗い 3回の合格者は 64名で 98.5％(95.5～100)であった。手洗いを
3 回実施すると合格者は、当然洗浄前の時よりも有意に高くなる。この結果より、手洗いの有
効性を示すことができた。手洗い 1 回の合格者は 52 名で 78.8％であるり、手洗い 3 回の合格





表 17-(4)～(6)に示す。手洗い前の合格者は 1名で 1.56％（0～4.6）であった。一方、手洗い
1回の合格者は 33名で 53.2％（40.8～65.6）であった。簡略型の手洗いでを 1回実施すると合
格者が有意に高くなり、図 2に示す手洗い方法も有効であることが判明した。 
 従来型手洗いと簡略型手洗いとの比較をした。簡略型手洗いの合格者は 33 名 53.2％で、従
来型手洗いの合格者は 52 名 78.8％である。両値の検定結果から従来型手洗いを実施する方が
合格者数は有意に高いことがわかる。 
3回の手洗い時間で同じ比較をした。簡略型の合格者は 55名 87.3％(79.1-95.5)で、従来型
の合格者は 64 名 98.5％である。検定の結果、従来型手洗いを実施する方が有意に高いことが
わかる。この結果より、手洗いには 30秒以上の時間をかける従来型手洗いの方がより効果的で
あると言える。 







簡略型手洗いの結果を表 17-(2)と(8)に示す。新洗剤・簡略型の合格者は 33 名 53.2％（40.8
～65.6）であるが、旧洗剤・従来型の合格者は 52 名 78.8％(68.9～88.7)であった。旧洗剤で
も 30秒以上手洗いを実施する方が、新洗剤 30秒未満よりも有意に高いことがわかる。続いて、
3回手洗いにおける旧洗剤・従来型と新洗剤・簡略型の結果を示す。（表 17-(3)と(9)）新洗剤・









では 4店舗中の 1店舗(A 店)で統計的には有意ではないが、手洗い結果の合格率が 90％未満の
値を示した。その値が問題となり、新洗剤を用いた従来型手洗いという方法を検討することに
した。 
新洗剤を用いてマニュアルに従った手指洗浄をおこなった時の、RLU 値を表 18-(6) に示
す。旧洗剤と比較して、その効果は顕著である。 
 
表 17 手洗いの時間と頻度の効果 
x n p P- P+
合格者数 測定者数  (率=x/n) (率の95%下限値)
 
(率の95%上限値)
(1) 手洗い前 5 67 0.07 0.01 0.14
(2) 1回目 52 66 0.79 0.69 0.89
(3) 3回目 64 65 0.98 0.95 1.00
(4) 手洗い前 1 64 0.02 0.00 0.05
(5) 1回目 33 62 0.53 0.41 0.66
(6) 3回目 55 63 0.87 0.79 0.96
(7) 手洗い前 1 63 0.02 0.00 0.05
(8) 1回目 33 63 0.52 0.40 0.65





















表 18 A 店 新洗剤従来型手洗い 
x n p P- P+
合格者数 測定者数  (率=x/n) (率の95%下限値)
 
(率の95%上限値)
(1) 手洗い前 2 18 0.11 0.00 0.26
(2) 1回目 15 18 0.83 0.66 1.00
(3) 3回目 18 18 1.00 1.00 1.00
(4) 手洗い前 1 16 0.06 0.00 0.18
(5) 1回目 5 16 0.31 0.09 0.54
(6) 3回目 13 16 0.81 0.62 1.00
(7) 手洗い前 0 16 0.00 0.00 0.00
(8) 1回目 4 16 0.25 0.04 0.46









ンドソープによる 1回手洗いの合格者は 52名 78.8％、ハンドソープ・茶色ハンドソープ･ハン
ドソープによる 3回手洗いの合格者は 64名 98.4％であり、1回より 3回手洗いをする方が有意
に合格率は高い。また、3回手洗いを実施するとほぼ 100％合格となる。ゆえに、手洗いの質を
確認する場合には、1回目の手洗が大変重要である。今後は 1回目の手洗いに注目する。 
 ハンドソープを用いた従来型手洗いを 1回した場合の勤務年数別の合格者数を表 19に示す。 
勤務年数 1年未満、10～15年、20年以上のグループでは、合格率が 100％である。 
勤務年数 1 年～5 年未満のパート・アルバイトの人数は、33 名で全体の 50％を占めている。







表 19 勤務年数別合格者数 
x n p P- P+
合格者数 測定者数  (率=x/n) (率の95%下限値)
 
(率の95%上限値)
1年未満 10 10 1.00 1.00 1.00
1年～5年未満 24 33 0.73 0.58 0.88
5年～10年未満 9 12 0.75 0.51 1.00
10年～15年未満 6 6 1.00 1.00 1.00
15年～20年未満 1 3 0.33 0.00 0.87




表 20 勤務年数別不合格者数 
y n p P- P+
不合格者数 測定者数 (率=y/n) (率の95%下限値) (率の95%上限値)
1年～2年未満 4 10 0.40 0.10 0.70
2年～3年未満 4 15 0.27 0.04 0.49
3年～4年未満 1 4 0.25 0.00 0.67





 30 秒以上 1 回手洗いをした場合の年代別の合格者数を表 21-(1)～(6)に示す。40 代が 16 名
で 29.6％であり最も多く、昼間に働く主婦層を示している。次が 20代で 10名 18.5％を占めて
いる。このグループは夕方に働く学生層を示している。不合格者が多いのは 10代の 5名で不合

















表 21 年代・勤務時間別合格者数 
x n p P- P+
合格者数 測定者数  (率=x/n) (率の95%下限値)
 
(率の95%上限値)
(1) 10代 3 8 0.38 0.04 0.71
(2) 20代 9 10 0.90 0.71 1.00
(3) 30代 7 7 1.00 1.00 1.00
(4) 40代 12 16 0.75 0.54 0.96
(5) 50代 6 7 0.86 0.60 1.00
(6) 60代 3 6 0.50 0.10 0.90
(7) AM勤務 32 37 0.86 0.75 0.98

















どうかの検討をおこなった。午前勤務の不合格者は 5 名（学生 0 名）で 13.5％（2.5～24.5）




























































































表 21 携帯テスト正答率 
参加率 Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 平均正解率













ら靴などを介して店舗に入ってくると推定された。そこで、当面 4つの対策  
1) 垂直汚染を遮断するための調理器具の床への直置き禁止 









































































なお、厚生労働省が 2017年 4月に公表した「HACCP の考え方を取り入れた食品衛生の手引
書（飲食店編）12」」によれば、飲食店の衛生管理において、一般衛生管理に含まれる「交差汚
染予防」が特に重要であることを指摘している。本研究の成果は、加熱殺菌工程のような典型
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